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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第33期

第３四半期
累計期間

第34期
第３四半期
累計期間

第33期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 (千円) 567,862 2,161,639 1,315,752

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) △29,811 531,468 115,435

四半期（当期）純利益
又 は 四 半 期 純 損 失
（△）

(千円) △35,954 373,086 125,894

持分法を適用した

場合の投資利益
(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 692,361 692,361 692,361

発行済株式総数 (株) 3,340,500 3,340,500 3,340,500

純資産額 (千円) 1,031,099 1,549,077 1,192,948

総資産額 (千円) 1,716,798 2,621,570 2,138,281

１株当たり四半期（当
期）純利益又は四半期
純損失（△）

(円) △10.76 111.69 37.69

潜在株式調整後

１株当たり四半期

(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 5

自己資本比率 (％) 60.1 59.1 55.8
 

 

回次
第33期

第３四半期
会計期間

第34期
第３四半期
会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期純利
益又は四半期純損失
（△）

(円) △6.44 14.50

 

(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、当該四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の

推移については記載しておりません。

2.　売上高には、消費税等は含まれておりません。

3.　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

4.　潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれる事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」から重要な変更はありません。

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善により回復基調となっておりますが、海

外経済におきましては、米中貿易摩擦長期化の懸念をはじめ不透明な状況が続いております。

　半導体業界におきましては、NAND型フラッシュメモリをはじめDRAMにつきましても需要の減速感があるものの、

EUV露光機メーカーの装置出荷台数は増加しており、半導体製造会社大手の微細化への投資は依然旺盛であることが

うかがえます。

　このような状況のもと、当第３四半期累計期間におきましても、当社の主力製品であるマスクCD-SEM機「Zシリー

ズ」及び当社保有技術の核となる「電子顕微鏡カラム」を計画通り納入しております。また、受注につきましてもお

おむね堅調に推移しております。

　この結果、売上高は2,161百万円（前年同四半期比280.7%増）となりました。損益につきましては、営業利益536百

万円（前年同四半期は32百万円の営業損失）、経常利益531百万円（前年同四半期は29百万円の経常損失）及び四半

期純利益373百万円（前年同四半期は35百万円の四半期純損失）となりました。

 

　当第３四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末に比べて35.7％増加し、2,179百万円となりました。

これは、電子記録債権が62百万円減少した一方、現金及び預金が378百万円、仕掛品が177百万円それぞれ増加したこ

となどによります。

 固定資産は、前事業年度末に比べて16.9％減少し、441百万円となりました。これは、投資その他の資産が47百万

円減少したことなどによります。

　この結果、資産合計は前事業年度末に比べて22.6％増加し、2,621百万円となりました。

　流動負債は、前事業年度末に比べて29.2％増加し、831百万円となりました。これは、短期借入金が45百万円減少

した一方、支払手形及び買掛金が82百万円、電子記録債務が65百万円、未払法人税等が81百万円それぞれ増加したこ

となどによります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて20.1％減少し、240百万円となりました。これは、長期借入金が68百万円減少

したことなどによります。

　この結果、負債合計は前事業年度末に比べて13.5％増加し、1,072百万円となりました。

　純資産合計は、前事業年度末に比べて29.9％増加し、1,549百万円となりました。これは、利益剰余金が356百万円

増加したことなどによります。

 

(2) 研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発費は77百万円であります。

 

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,200,000

計 10,200,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,340,500 3,340,500
東京証券取引所

JASDAQ
（スタンダード）

単元株式数は100株でありま
す。

計 3,340,500 3,340,500 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年10月１日～
平成30年12月31日

― 3,340,500 ― 692,361 ― 163,754
 

 

 

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。
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① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 100
 

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,339,500
 

33,395 ─

単元未満株式 普通株式 900
 

― ─

発行済株式総数  3,340,500
 

― ―

総株主の議決権 ― 33,395 ―
 

　（注）単元未満株式には、当社保有の自己株式が15株含まれております。

 
② 【自己株式等】

 平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ホロン

埼玉県所沢市南永井1026-１ 100 ─ 100 0.00

計 ― 100 ─ 100 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、明治アーク監査法人により四半期レビューを受けております。

 
３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 336,141 714,178

  受取手形及び売掛金 599,584 640,422

  電子記録債権 158,220 96,012

  仕掛品 420,073 597,849

  原材料 64,436 91,190

  その他 28,250 40,000

  流動資産合計 1,606,707 2,179,653

 固定資産   

  有形固定資産 324,584 290,113

  無形固定資産 68,370 60,800

  投資その他の資産 138,619 91,003

  固定資産合計 531,574 441,917

 資産合計 2,138,281 2,621,570

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 248,400 330,990

  電子記録債務 104,313 170,285

  短期借入金 45,000 －

  1年内返済予定の長期借入金 125,007 97,847

  未払法人税等 17,121 98,765

  賞与引当金 10,329 －

  製品保証引当金 17,247 23,042

  その他 76,323 110,581

  流動負債合計 643,742 831,512

 固定負債   

  長期借入金 183,066 114,736

  退職給付引当金 109,469 104,037

  その他 9,055 22,208

  固定負債合計 301,591 240,981

 負債合計 945,333 1,072,493

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 692,361 692,361

  資本剰余金 163,754 163,754

  利益剰余金 336,885 693,270

  自己株式 △53 △309

  株主資本合計 1,192,948 1,549,077

 純資産合計 1,192,948 1,549,077

負債純資産合計 2,138,281 2,621,570
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 567,862 2,161,639

売上原価 323,834 1,133,603

売上総利益 244,027 1,028,035

販売費及び一般管理費 276,510 491,832

営業利益又は営業損失（△） △32,482 536,203

営業外収益   

 受取利息 44 37

 為替差益 4,097 －

 その他 67 277

 営業外収益合計 4,208 314

営業外費用   

 支払利息 1,535 965

 為替差損 － 4,083

 その他 1 －

 営業外費用合計 1,536 5,049

経常利益又は経常損失（△） △29,811 531,468

特別利益   

 固定資産売却益 88 －

 特別利益合計 88 －

特別損失   

 固定資産除却損 － 0

 補助金返還損 2,937 －

 特別損失合計 2,937 0

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △32,660 531,468

法人税、住民税及び事業税 466 98,293

法人税等調整額 2,827 60,088

法人税等合計 3,293 158,381

四半期純利益又は四半期純損失（△） △35,954 373,086
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

　  （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期会計

 期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日)

減価償却費 57,080千円 93,810千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年6月28日
定時株主総会

普通株式 16,702 5 平成29年3月31日 平成29年6月29日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年6月27日
定時株主総会

普通株式 16,702  5 平成30年3月31日 平成30年6月28日 利益剰余金
 

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

  前第３四半期累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

当社は、電子ビーム技術を応用した製品・サービスの単一事業となっております。したがって、当社は、「電子

ビーム関連」を単一の報告セグメントとしているため、記載を省略しております。

 

  当第３四半期累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

当社は、電子ビーム技術を応用した製品・サービスの単一事業となっております。したがって、当社は、「電子

ビーム関連」を単一の報告セグメントとしているため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

 １株当たり四半期純利益又は
 １株当たり四半期純損失(△)

△10円76銭 111円69銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △35,954 373,086

普通株主に帰属しない金額(千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失(△)(千円)

△35,954 373,086

普通株式の期中平均株式数(株) 3,340,468 3,340,368
 

（注） 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月12日

株式会社　ホロン

取締役会  御中

明治アーク監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三島　徳朗 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 森岡　宏之 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホロン

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第34期事業年度の第３四半期会計期間(平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成30年4月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホロンの平成30年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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